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第80回 総会特別講演

結 核 温 故 知 新

島尾 忠男

キーワーズ:結 核対策,結 核流行の歴史,生 年コホー ト結核死亡率,結 核と国際保健医療学

　　　　　　　 1.結 核統計の始まり

　日本では明治15年 に「統計年鑑」が統計局か ら刊行 さ

れ,豊 富な国勢に関する統計資料が示され,そ の中に人

ロ統計を含む人口動態 に関する統計資料が含 まれてい

た｡「 統計年鑑」はその後明治19年 以降には名称 を「帝

国統計年鑑 」と変えて毎年刊行されている｡そ の中で人

口動態統計 として,死 因が大分類で性,年 齢階級別,府

県別に取 られてお り,明 治16年 後半か ら,死 因の再掲

として,肺 病,驚 風(髄 膜炎),卒 中による死亡数が取

られるようになった｡Koch・Rが 結核菌を発見 したこと

を報告 したのが 明治15年(1882年)3月24日 なので,

肺病の原因が結核菌であると判明して1年 後か ら,肺 病

死亡数の統計を取 り出したことは,国 の近代化 とともに

始まった繊維産業を中心 とする第一次工業化の影響で肺

病が増加 し始めてお り,為 政=者が このことに関心を持っ

たことを示 していると思われる｡

　明治10年 代後半の肺病死亡率は,年 齢 と共 に上昇す

るパターンで,性 別では男 〉女,都 市とその周辺地域に

高率であった｡そ の後明治32年 まで青年層 を中心 に肺

病死亡率は上昇 した｡

　明治32年 か らは死因として結核 という病名が用い ら

れるようになったが,し ばらくは肺病死亡統計 も取 られ

ているので,明 治32年 の値について双方の相関を見る

と(Fig.1),年 齢別には乳幼児 と高齢者でかな り食い違

い,府 県別に見てもかなりのバラツキがあった｡肺 病死
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亡統計と,結 核死亡統計を連続して解析するのは適切で

ないと判断されたので,結 核死亡統計については明治

32年 以降の動向を解析 した｡

2.日 本の結核蔓延の動向

明治32年(1899年)以 降現在までの結核死亡率,昭 和

24年(1949年)以 降は結核届出率 を加えて,日 本の結核

流行の動向を解析すると,次 の5期 に分けることがで き

る(Fig.2)｡年 代 については以後西暦を用いる｡

第1期(1899～1918年):繊 維産業を中心とする第一

次工業化の影響で結核が増加 した時代｡主 な被害者は

10～20歳 代の若い女性で,結 核死亡率を生年コホー ト

別に分析すると,1890～1925年 代 に生 まれた世代が最

も強 く影響 を受けている(Fig.3)｡こ の時期は女性の結

核死亡率が男性を上回っているが,結 核死亡率の女対男

の比には府県別にかな りの差がみられ,第 一次工業化の

影響が地域によって異なることが示されている｡

第2期(1918～1930年):1918年 のイ ンフルエ ンザ大

流行の影響で,多 くの結核患者が死亡 し,結 核が一時的

に減少 し始めた時代｡こ のインフルエ ンザによる超過死

亡の結核に対する影響は世界各国で見られている(Fig.

4)｡そ れまで年率1～2%程 度で減少 していた結核死亡

率の減少速度が,こ れ以降年率4～5%に 加速された｡

欧米諸国では,こ の減少傾向がそのまま1945年 まで持

続 し,結 核がかなり減った状態で近代的な結核対策の時

代を迎えたが,日 本では次の第3期 があ り,結 核は再び

増加 し,高 度蔓延状態のまま近代的な結核対策の時代に

入ることになる｡

第3期(1930～1945年):1930年 か ら1940年 代前半ま

での,重 工業を中心 とする第二次工業化 と,準 戦時状態

か ら第二次大戦まで続いた戦争の影響で,結 核が再度増

加 した時代｡主 な被害者は15～29歳 の男性で,1931年

以降男性の結核死亡率が女性より高 くなり,現 在 に至っ

ている｡結 核死亡率を生年コホー ト別に分析すると,男

350

300

§250

ぎ

豊200

豊150

葺1::

0

綜ず贈 ず贈ず映謹詑轟母獄紳ず榔櫓轟喬榔命詩ず

…i●-TotaI

-o…Male

-t"-Female

Fig・2TrendofTBmortalitybysexsince1899to2000

600

500

§400

雪

芭300

智

$200毫

100

0

0 10 20 30 40 50 60 70

_◆ ・4950

一囚一1945

-X・1940

十1935

十1930

+叢925

-◇ 一・1920

十1915

■一図■・1910

・睡・1905

一㊨一1900

十1895

十1890

一縣一1885

80 輪◎閣鱒1880

Fig・3Bom-yearcohortTBmortalityoffemaleinJapan



SpecialLecture/TBandItsControl/T.Shimao 483

1000

(U

ハU

(U

l

1
8
0
.8

=
a

2
諺

1

詩詩ず紳 ず♂ δ 詑 調紳3詩

勲鱒触 繍}噛 艸
濾 "凸▲ ▲▲」L調■

_一国L」直▲ 血

騨一 一一・騒 墜 聾 職蜘 輔撫
虚

一 一 一一 ぬ
鹸

▲
ム▲

幽

聖 ・1'11罪11151ll'{1蕃1警,重 馨 蚤 、 霧 重 馨}薯 馨P華1;肇 崔 肇 1崖}1

中Japan

一陰一USA

一惣一Czechoslovakia

--Hungary

+Italy

…△…Netherlands

欄2-Eng藍and&Wales

Fig・4TrendofTBmortalityinsomeEuropeancountriesandUSintheformerhalfofthe20thcentUry

800

700

6008

0、500

8Pt400

δa300

$

醒200

100

0

05101520253035404550556065707580

一1965-一 一e-一一19604-1955ン1950+1945-.一 一1940… 伽1935-■ 憩・1930

-■⑨一一1925→-1920・;s"y.@/t`ng・v1915■ ◆ ■1910一 噛画1905十1900-一 ●一一1895-十,1890

Fig5B｡mヴearcohortTBmortalityofmaleinJapan

TableFactorscausingincreaseand/◎rslowdownofdecliningspeedofTBincidence

Inhighincidence

counMes

㎞Iowincidence

countrles
Japan

CoverageandqualityofNTP

MDRTB

HIVepidemic

Moveofpopulation

Ageingofpopulation

十 十,十 十 十

十,十 十

十 十,十 十 十

,十

一㍉ 十

,十

十 十,十 十 十

,十

十

十 十

子で最 も強 く影響 を受けたのは1920～1925年 代生 まれ

の世代である(Fig.5)｡

第4期(1945～1975年):第 二次大戦の影響で,若 い

男性が多 く死亡し,結 核死亡が急速に減少 し,そ こに近

代的な結核対策が加わって,結 核死亡が激減 した時期｡

第5期(1975年 から現在 まで):結 核罹患率の減少速

度が鈍化 した時期｡結 核減少速度の鈍化あるいは結核の

再増加は,日 本だけでなく,先 進諸国,途 上国でも近年

見 られているが,そ の原因はTableに 要約 したように,

国により様々である｡日 本では人口の急速な高齢化が罹

患率減少速度鈍化の主な原因であるのに対 して,欧 米先

進諸国では人の移動,特 に移民,難 民の形で流入する人

ロの影響が大 きく(Fig.6),一 部の国ではエイズ流行の

影響 もみられている｡途 上国,特 にアフリカ諸国ではエ

イズの流行で結核が急速に増加 し,結 核対策の精度と普

及状況も蔓延状況に影響 している｡

日本の新登録結核患者数は第4期 に結核対策の効果が

見られて急速に減少した｡若 年者には結核未感染者が多

く,感 染防止,発 病防止,患 者の早期発見,治 療 などす

べての対策が実施可能で,結 核対策の効果が表れやすい
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のに対 して,高 齢者 は過去の強い結核蔓延の影響で大半

が結核既感染者で占められてお り,対 策の効果が表れに

くい｡結 核既感染者では,免 疫が低下すると内因性再燃

で発病する恐れがある｡こ のために,結 核患者の高齢化

は,Fig.7に 見 るように人口の高齢化を上回る速 さで進

行 した｡本 格的に結核対策を開始 した時期の結核蔓延状

況が高度蔓延であった国では,人 口の高齢化に伴う結核

減少速度の鈍化は,遅 かれ早かれ見られる現象である｡

長期的にみて,高 齢化の影響が強 く表れた事例の1つ

が,石 川県の結核の状況である｡石 川県は1920年 代から,

東京に代わって全国最高の結核死亡率 を示すようにな

り,そ の状態が1943年 まで続いた｡戦 前か ら県を挙げ

て結核対策に取 り組み,1947年 以降結核死亡率は全国

並み とな り,罹 患率 も1970年 頃か らは全国を下回るよ

うになった｡と ころが,そ の後1980年 以降全国との差

は縮 まり,1990年 には再び全国を上回った｡年 齢階級別

に見ると,70歳 未満では石川県の罹患率がすべての年

齢で全 国より低 くなっていたが,70歳 以上の罹患率だ

けが全国より著 しく高く,こ のため石川県全体の罹患率

が全国より高 くなってしまった｡こ の原因は,石 川県が

結核対策を怠ったためではない｡戦 前石川県に結核が強

く蔓延していた1935～40年 頃に20歳 前後で,強 くその

影響 を受 けた世代が,70歳 以上になったことが この現

象の背景にある｡結 核 という疾患の特色 と,そ の制圧の

難 しさを示す事例 といえる｡

現在はまだ大きな影響はないが,近 い将来の日本の結

核蔓延に影響を与えそうな事態としては,諸 外国で既に

経験 されている在留外国人の増加に伴 う結核の増加 と,

エイズの流行の結核 に対する影響が考えられ,備 えが必

要である｡

3.日 本の結核病学の世界の結核病学への貢献と

将来への教訓

日本の結核研究者は,過 去に多 くの業績を挙げ,そ の

中には世界の結核病学の進歩に貢献 したものも少なくな

い｡一 方,そ れらの業績があまりに偉大であったため,
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その後の結核の感染,発 病状況の急速な変化や,新 しい

事態に対する対応の点で,時 宜を失 したこともみられる

ので,反 省の念も込めて,先 輩の業績を振 り返ってみた

い｡

(1)初 感染発病学説

日本に結核が高度に蔓延 していた時代には,結 核は青

年の病気であった｡な ぜ青年に結核が多いかを解明する

研究は,岡 治道の結核初期変化群に関する病理解剖学的

な研究に始まる｡結 核の初感染は,形 態学的には初期変

化群を残す｡岡 は剖検肺を精査 して,小 児では初期変化

群を示す者は少ないが,青 年層で増加 し,中 高年では大

半の者に初期変化群が認められ,青 年層の初期変化群は

乾酪化,白 亜化 したのが多いのに対 して,中 高年ではほ

とんどが石灰化 している所見から,日 本では青年期に結

核の初感染を受け,引 き続 き発病 し,進 展する者が多い

と推定 した｡

ヒトでこれを確かめたのが小林義雄で,海 軍に入隊す

る際にツベルクリン反応検査を行い,都 会からの新兵に

はツ反応陽性者が多いが.農 村出身者には少ないこと,

入隊時ツ反応陰性の者に繰 り返しツ反応検査を行うと陰

性か ら陽性に転化(陽 転)す る者が多 く見 られ,そ の中

から胸膜炎を起こす者が多 く,一 部は肺結核に進展する

ことを認めた｡

ツ反応検査に胸部エックス線検査を加えて,陽 転者を

追跡 したのが千葉保之と所沢政夫で,国 鉄職員を対象

に,繰 り返しツ反応検査を行い,陽 転者をエックス線検

査で追跡して,ツ 反応陽転後1年 以内に16%が 胸部エ ッ

クス線で異常所見を示すが,そ の後発病率は急速に低下

する｡陽 転後長期間経過した後に起こる発病は,家 族内

の結核発生とは関連がなく,初 感染後早期に転移する肺

上野と同 じ部位に病巣が出現することから,初 感染後早

期に発生し,い ったんは治っていた病巣内の結核菌が活

動を始める内因性再燃によるものと考えた｡初 感染後に

は結核に対する強い免疫が成立し,外 来性再感染があっ

てもふつうは発病 しない｡

この一連の研究から生まれた考え方を初感染発病学説

といい,これを基にして日本の結核対策は組み立て られ,

第二次大戦後国を挙げて行われた結核対策によって,結

核は急速に減少した｡

結核の蔓延状況が西欧の中ではやや遅れて,日 本に近

い状況にあった北欧諸国でも,同 様な学説が構成されて

いた｡こ の学説は,結 核高度蔓延時代の結核の感染,発

病の状況を見事に説明したものであ り,説 得力も強かっ

たため,日 本の結核関係者の中にこの考え方が固着 し,

その後結核の蔓延状況や環境,宿 主の抵抗力の変化など

による結核の感染,発 病の様相が大きく変貌する中で,

外来性再感染,重 感染などの役割に対する対応の遅れを
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招いたことが反省される｡

(2)間 接撮影法の開発 と集団検診体系の整備

1936年 に古賀良彦が蛍光板の像をカメラで写 し取る

間接撮影法を開発 した｡同 じ年 にブラジルのdeAbreu

も全 く独自に同じ間接撮影法を開発 している｡こ の技術

は多 くの関係者の熱意で 日本では急速に実用化され,今

村荒男らによって集団検診の体系が組み立てられ,第 二

次大戦後強力に展開された結核対策の申核 として推進さ

れた｡

当時多 くの結核患者を抱えていた大企業では,結 核管

理室を設置して,年 に2回 の検診を行い,患 者の早期発

見に努めた｡発 見された患者の うち,軽 症例は外来で治

療し,休 業を要する患者は委託病棟で治療 を行った｡こ

の結果,職 場内での初感染の機会が減少 し,休 業を要す

る患者の発生は激減し,企 業の生産性の向上に大きく貢

献した｡

1951年 から施行 された結核 予防法の中にも,健 康診

断は予防接種,適 正医療の普及 とともに3本 柱の1つ と

して採用され,1955年 以降は対象が全国民に拡大され,

1957年 か らは全額公費負担で行われて,結 核の減少 に

貢献した｡

大企業での成果があまりにも顕著であったため,保 健

医療関係者の間に,疾 病対策といえば検診 という考え方

が生まれ,成 果の厳格な評価をしないままに,多 くの非

感染性疾患にも検診が行われるようになった｡ま た,結

核の領域でも,検 診による患者の発見率の低下が続 く中

で,全 員検診という呪縛か ら解放されるまでに長い期間

を必要とした｡

日本では1951年 か ら施行 された結核予防法による対

策の中で,結 核患者の診療は開業医を中心 とする一般医

療機関に委託された｡当 時の結核治療に人工気胸療法が

広 く用いられていたため,補 充する空気の量 を決めるた

めにエックス線装置を備えることが必須であ り,ほ とん

どの医療機関にエ ックス線装置が普及 した｡こ れが医療

機関による結核患者の診断にも活用された結果,年 に2

回の検診を行った大企業を除くと,検 診による患者の発

見率が高かった時期を含めて,薪 たに登録される結核患

者の大半が,医 療機関を受診 して発見されている｡

(3)胸 部エ ックス線読影法の開発

岡治道,隈 部英雄 らは,肺 を前頭方向に薄片に切 り,

各切片の動脈,静 脈,気 管支を写し取 り,そ れを連ねて

肺動脈,肺 静脈,気 管支系を再構成する トレース法で,

正常肺のエックス線像を立体的に把握 し,剖 検例で病巣

とそのエ ックス線像を対比することによってエックス線

像か ら病変の性状を推定する読影法を開発 した｡「 肺の

申を実際に見てきたような……」と形容 されるような読

影法であった｡結 核の高度蔓延時代には,エ ックス線写
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真で異常所見を示す肺疾患の大半は結核であ り,含 気性

に富む肺は,造 影剤なしのふつうの撮影で診断が可能な

ことから,結 核研究所で行った研修を通 じて読影法は広

く全国に普及 し,結 核の早期診断に大きく貢献した｡

しかし,名 人並みの読影力をすべての読影者に期待す

ることは不可能である｡胸 部エックス線診断が結核の発

見に広 く利用された結果,一 方では見落としの問題が発

生 し,一 方では読み過 ぎによる不必要な治療 も行われ

た｡結 核の診断の中で,菌 検査 を軽視する風潮も生まれ

てしまったが,結 核の減少,肺 がんの増加に伴い,形 態

学的な診断には限界があることがはっきりしてきた｡

また,治 癒判定にも疾の結核菌所見に加えてエ ックス

線所見が応用されたので,一 部,特 に空洞残存例では,

長期の治療を招来 した｡RFPとPZAを 含む強力 な処方

による短期化学療法導入後,遺 残空洞は再発率に影響せ

ず,治 癒判定は細菌学的所見のみに頼ってよいことが判

明したが,未 だに形態学的な治癒判定の残渣が一部の医

師には残っている｡

(4)結 核実態調査の実施,そ の成績の結核対策修正へ

の応用

肺結核のように,罹 患 していても自分では気付 きにく

い病気では,そ の実態を知るためには全員の検診を行う

必要がある｡標 本調査法が開発 され,無 作為に抽出され

た標本の検診成績から,全 国の結核の実態を知ろうと試

みたのが1953年 に行われた第1回 結核実態調査である｡

保健所網ができていたので,全 国のどの地区が抽出され

ても,調 査は実施可能であった｡ま た,コ ンデンサ型エ

ックス線発生装置が開発 され,第 二次大戦後の不十分な

電源事情でも良い画質のエックス線写真を撮影すること

が可能となったことも,調 査の実施を容易にした｡

この調査で,結 核の有病率 は3.4%,患 者のうち自分

が結核 になっていることを知っているものは21%に す

ぎないこと,全 国にいると推定 された292万 入の結核患

者 の中で,1951年 の結核予防法の中で健康診断対象 と

された30歳 未満は122万 人,30歳 以上に170万 入の患者

がいることが分か り,こ の調査の結果か ら,1955年 以

降健康診断対象が全国属に拡大 され,1957年 か らは・・…一・…

般住民検診は全額公費負担で行われるようになった｡

結核の実態を知るために標本調査法を応用 した世界最

初の調査であり,成 績はWHOの 機関誌に英文で発表 さ

れ,そ の後世界の多 くの国で同様な調査が行われる契機

となった｡そ の後5年 ごとに5回 の調査が行われ,日 本

の結核蔓延状況の推移,結 核対策の実施状況の把握など

に役立つデータがこの調査から得られた｡

調査はエックス線検査を中心に行われ,エ ックス線有

所見者に対しては疾の結核菌検査も行われたが,菌 検査

成績による患者数と有病率の算出が困難であり,後 に途
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上国に応用する際に問題を残した｡

(5)BCG凍 結乾燥 ワクチ ン大量生産技術の開発 と公

開

BCGワ クチ ンを凍結乾燥する際に,溶 媒 として薦糖

を用いると凍結乾燥後にもかな りの生菌が残ることが分

か り,こ れを応用 して凍結乾燥 ワクチンを大量生産する

技術 を1949年 に結核研究所 のグループが開発 し,安 全

試験をしたワクチ ンの使用が可能となった｡溶 媒にさら

に研究を加え,グ ルタミン酸ソーダを用いることによっ

て,室 温でも保存可能なワクチンが開発 され,こ れらの

技術はWHOを 通 して公開された｡

この研究は当時の世界の水準をはるかに抜いたもので

あり,安 全で,コ ール ド・チェーンの不備な途上国で も

有効な接種を行うことを可能にした功績は世界でも高 く

評価されている｡

結核が高度に蔓延 し,成 人に達するまでにほとんどの

人が感染 していた時代 には,BCG接 種 は有力な結核対

策の手段 として活用されたが,結 核予防法に組み込まれ

たため,再接種の効果などについての検討が遅れたのが,

問題点として指摘される｡法 に組み込まれている措置で

も,そ の必要性に疑問が出てきた場合には,一 部の地域

でその措置を行わず,そ の措置の効果を評価する研究を

行えるよう配慮することが必要であろう｡

(6)新 しい抗結核薬の開発

梅沢浜夫は1957年 にカナマイシンを開発 した｡日 本

人が開発 した最初の抗結核薬であり,当 時有力な結核治

療薬であったス トレプトマイシンに耐性の結核菌にも有

効な薬剤であ り,一 次抗結核薬による治療が失敗 した症

例 に対する治療の核 となる薬として重宝 されている｡

上述 した業績はいずれも1920年 代か ら1960年 までに

行 われた ものである｡現 在大塚製薬が開発 中のOPC-

67683あ るいはその脂溶性 を高めた製品は,invitro,in

vivoで優れた抗結核菌作用を示 し,既 存の抗結核薬とは

交差 耐性が な く,現 在臨床試験のphaseIを 終了 し,

phasellのEBA試 験に入っている段階である｡現 在開発

中の薪薬が,久 しぶ りの 日本発の世界に誇れる業績とし

て,近 く公式に登場することを期待 したい｡

4.国 際保健医療学と結核病学

グローバ リゼーションの時代を迎え,医 学の各領域で

も,世 界的な視野で疾病や健康問題を捉えることが重要

になってきた｡世 界の国や地域問に見 られる健康の水準

や保健医療の普及状況に見 られる格差を,何 を指標 とし

て測定 し,容 認できない限度を明らかにし,格 差の発生

した要因を解明し,格 差縮小の方法を研究する学問を国

際保健医療学 と定義するなら,結 核病学はこれに対する

最 も分か りやすい形で回答が示されている領域 といえる
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であろう｡

結核の蔓延状況を比較す る最 も客観的な指標 として

は,Sutherland,Stybloら によって年問結核感染危険率

という考え方が導入され,こ の値が1%を 超えれば高度

蔓延国,O、e5～0.1%以 下 なら低蔓延国,中 間を中等度

蔓延国とし,高 度蔓延国に対 しては蔓延改善のため結核

対策への支援が必要であるとした｡途 上国では保健医療

のインフラが弱いために,結 核対策の恩恵が国の末端ま

で到達せず,結 核の蔓延状況が改善 しないが,こ のよう

な国の結核対策として,い わゆるDOTS戦 略(① 結核対

策を国の優先施策とすることの公約,② 咳や疾のある者

の疾の塗抹検査による結核患者の発見,③ 服薬を目の前

で確認しながら,標 準処方による化学療法の実施 ④必

要な量の抗結核薬を購入 し,全 国に配備する体制の整

備,⑤ 患者を登録 し,治 療成績 をコホー ト調査で知 り,

その状況を報告する体制の整備)が 提唱され,WHOの

技術的な指導と,世 界基金などからの経済的な支援を得

て,着 々と蔓延状況の改善を図 りつつある｡

わが国は1963年 以降JICAの 委託を受けて結核研究所

で開催 してきた各種の国際結核研修コースを通じて,世

界の結核対策に従事する人材の養成に貢献してきた｡研

修修了者は93力 国か ら,延 べ1,890名 に達 している｡ま

たDOTS戦 略を推進 したWHOの 結核対策担当部長(当

初は課長)は 古知新博士であ り,DOTS戦 略の初期の推

進には,日 本が人材の面からも,財 政面か らも協力 し,

現在も協力を続けている｡

5.今 後の展望

結核が社会の中で感染の連鎖を起 こし広がってゆく鎖

を断ち切る部位は,今 も昔も変わらず,感 染の防止,発

病の阻止,軽 症の非感染性結核から重症の感染性結核へ

の進展の防止の3つ である｡

(1)感 染防止

その基本 となるのは患者の早期発見である｡既 に述べ

たように,日 本の結核患者の大半が有症状受診で発見さ

れている｡今 回の結核予防法の改正で,全 員検診の呪縛

か ら解放された｡今 後の患者発見は,結 核を疑わせる症

状がある時に早 く受診するよう促 し,周 囲の家族や友人

も早期受診を助言すること,ま た呼吸器症状で受診 した

者の中には結核 もありうることを考え,医 療機関で適切

に対応することが大切である｡ま た感染性患者の接触者

検診と,若 年者に結核患者 または確実な結核感染者が発

生 した際の感染源を追求する検診は,日 本式DOTSの 推

進とともに,今 後保健所が行う結核対策業務の中心 とな

るであろう｡

感染性患者が発見された場合に,速 やかな入院と治療

開始を含めて,適 切な処置を取るべ きであることはいう
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までもない｡慢 性排菌患者に対する自宅隔離や,施 設へ

の収容をどのように行 うかは,今 後の研究課題の1つ で

ある｡

(2)発 病の阻止

QFT,RFLPな どの活用により,最 近の結核発病の機

序が解明されることを期待 したい｡内 因性再燃の機序 解

明については,薪 しい手技の活用により,隈 部英雄の研

究を上回る研究の出現を期待 したい｡

結核感染危険率がかなり低 くなっていると推定される

ので,今 後の発病防止手段の研究は,感 染前の免疫付与

よりは,薬 剤あるいは生体の反応性を変えるワクチンの

使用による感染 した者からの発病阻止が重点になるであ

ろう｡

しか し,途 上国では結核は未だ強 く蔓延 している国が

多いので,BCGを 上回るワクチ ン開発の必要性は世界

的に見れば変わっていない｡

(3)結 核患者の治療

医療は患者の願いに応えるものでなければならない｡

患者の願いの第一は,結 核になった場合に確実に治るこ

とであ り,INH,SM,PASの 出現で,結 核は薬で治る

病気 となった｡INH,RFP,PZAを 中心 とする強力な処

方の出現で,よ り確実に治るようになった｡

患者の第二の願いは,治 るならばなるべ く短い期間に,

副作用を起こすことなく治ること,入 院が必要として も

できるだけ短い期間ですむことである｡治 療期間は初回

治療患者では強力な標準処方で6カ 月まで短縮された｡

OPC-67683な どの新薬には,患 者の願いに応 えて,治 療

期間の更なる短縮に対する期待がかかる｡

(4)MDR結 核対策

先ず大切なことは,MDR結 核 を発生させ ないための

日本版DOTSの 強化である｡日 本の結核患者には,毎 日

服薬を見守らなくても確実に服薬 してくれる患者 も多い

はずであ り,対 象に応 じた日本版DOTSの 完成を望みた

いo

MDR結 核の治療については,OPC67683を 含む新薬

への期待が大きい｡併 用薬が多 く残 されている途上国の

MDR患 者のほうが,日 本の患者より治 しやすいかもし

れない｡そ れでも治 らない患者に対 しては,患 者の願い

は人間らしい生活がで きる施設への収容であ り,施 設の

あ り方についての研究が必要である｡

(5)U字 型現象を起こさずに結核の制圧を

ReichmanLが 言い出した考え方で,感 染症は,そ の減

少に伴い関心が低下 し,対 策や研究の予算が縮小される

と,再 び増加 し始めるが,そ の対応 には膨大な予算が必

要になることを警告する考え方である｡

結核への関心を維持 し,研 究 を継続 し,そ の時々の結

核の状況に適する対策を行い,U字 型現象 を起こすこと
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なく結核を制圧できれば理想的である｡最 も心配なこと

は,行 政の結核 に対する関心の低下,専 門家がいなくな

ることである｡

(6)対 策の基盤として研究の重視を

新 しい手技や抗結核薬の開発のための研究について

は,国 としてもぜひ支援してほしい｡法 に定められてい

る施策でも,検 討が必要な場合には,試 験的にそれを行

わない地区を設定し,そ の必要性を評価する方式 も行っ

てほしい｡研 究成果を行政に反映する場合に,特 定の地

域や集団で試行的な研究を行い,そ の経験を生かしなが

ら対策に採用する方式をとってほしい｡

結核についての研究を続け,人 材の養成を行 う中核 と

して,基 礎か ら臨床,疫 学 までを総合して研究を行 う組

織 としての結核病学会の今後の発展 を期待 したい｡
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— The 80th Annual Meeting Special Lecture - 

TUBERCULOSIS AND ITS CONTROL 

  Lessons from the Past and Future  Prospect— 

           Tadao SHIMAO

Abstract Koch R reported the discovery of tubercle bacilli 

on March 24, 1882, and the numbers of death from phthisis 

were collected in the vital statistics from the latter half of 

1883 in Japan. Tuberculosis death was officially adopted in 

the Japanese vital statistics from 1899, and there was certain 

disagreement existed between the numbers of death from TB 

and phthisis in 1899, the analysis on the trend of TB in Japan 

was done based on TB death. 

 Trend  of  TB in Japan in the past 100 years could be divided 

into five phases. In phase 1  (1899-1918), TB mortality had 

increased with the first industrialization of Japan with main 

focus on the weaving industry. During this period, TB mortal-

ity of female was higher than that of male and then major 

victims of TB were young girls born from 1890 to 1925. In 

phase 2  (1918-1930), TB mortality decreased through excess 
death of TB cases by the influenza pandemic in 1918. This 

decline due to influenza pandemic was seen all over the world, 

and in the European countries and the  U.S., the decline con-

tinued up to 1945 while in Japan, TB had increased again in the 

phase 3  (1930-1945) mainly due to second industrialization 
with main focus on heavy industry and the impact of quasi-

war and war conditions. 

 In phase 4 (1945–mid 1970s), TB started to decline fast due 

to the excess death of TB cases during the World War II and 

 then, the application of  modern TB control started from early 

1950s. In phase 5 (from mid 1970s until now), decline of TB 

has showed down. Increase  or slowdown of TB decline was 

seen nearly  all countries of the world, however, its causes 

were different from country to country. In case of Japan, 

slowdown was caused by the rapid ageing of the population, in 

developing countries mainly by the impact of HIV epidemic

and in industrialized countries, mainly by the migration of the 

population and partly by the HIV epidemic. 
 Contribution of phthisiology in Japan to the global progress 

of phthisiology could be summarized as follows : elucidation 

of the pathogenesis of TB when TB was highly prevalent in 

Japan by high incidence of TB from primarily infected youth, 

the development of mass screening for TB using radiophoto- 

graphy technique developed in Japan, completion of the inter-

pretation method of chest X-ray findings, first success in the 
mass production of freeze-dried BCG vaccine in the world, 

the first implementation of the TB prevalence survey using 

random sampling method in 1953, and the development of a 

new drug for TB, kanamycin. 

 Phthisiology also contributed to the progress of  internatio-

nal health. As the objective index to measure the magnitude 

of TB problem, the concept of annual risk of TB infection 

(ARTI) was introduced by Sutherland and Styblo, and by 
using ARTI, the epidemiological situation of TB could be 

divided into 3 categories ; high prevalence country with ARTI 

above  1%  , low prevalence country below  0.05-0.1%, and 

middle prevalence country inbetween. 

 To reduce the burden of TB in high prevalence countries, 

so-called DOTS strategy of TB control was introduced and 

has been applied in most developing countries, and the gap 

between high and low prevalence countries has reduced in the 

past decade. Cooperation in global TB control has also been 
done actively from the government and NGOs of industrialized 

countries under the strong leadership of WHO. 

 For the success of TB control, the transmission of tubercle 

bacilli in a community should be cut either infection, onset of 

TB or the progress of TB. Prevention of TB infection could be
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achieved by the early detection of TB cases and their cure by 

the treatment. To encourage early visit to doctors for those 

with symptoms suggesting TB and adequate examinations at 

medical institutions for these persons would be a major tool of 

early detection of TB cases in Japan in the future. In addition, 

there is no doubt to intensify contacts examinations and source 

investigations. 

 It is hoped to elucidate recent pathogenesis of TB by apply-

ing new technologies such as QFT and RFLP. Prevention of 

onset of TB will be focused on the preventive use of TB drugs, 

however, development of new vaccine better than BCG is also 

encouraged for the developing countries where the risk of TB 

infection is remained high. 

 TB is now a curable disease, and the duration of treatment 

has been shortened to 6 months. If new more potent TB drugs 

were developed, and the total duration of treatment could be 

shortened, the global TB control could be done much more 

easily, and also most MDRTB cases could be cured. Otsuka 

Pharmaceutical Company is now developing a new potent 

drug which has no cross resistance with existing TB drugs. 

This new drug is now on the clinical trial phase II, and it is 

hoped that Japan can make another great contribution to the 

global TB control. 
 It is my sincere wish that the government continues to assist 

the research to develop new TB drugs and new technologies 

used in TB control, and in future, if it is needed to change the

current policy of TB control, a new policy should be tried in a 

pilot area before its introduction on national level. 
 The Japanese Society for TB is a key organization in deve-

loping further research and the training of new personnel 

engaging in TB research and control, and I sincerely hope 

further development of the Society. 
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